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本稿執筆の時点であるが与党の平成 26
年度税制改正大綱が決定され、新年度から
の税制改正がほぼ固まった。消費税の増税
によって社会保障財源の拡充と財政健全化
への道筋をつけ、企業減税によってデフレ
からの脱却をめざすということが今回の税
制改正の基本的考え方であるが、前者の視
点について、中里透「社会保障・税一体改
革と財政健全化－税制抜本改革法附則第
18条をめぐる議論を中心に－」（『租税研究』
759号、2013年１月）は、消費税の税率引
上げを決めた「社会保障の安定財源の確保
等を図る税制の抜本的改革を行うための消
費税法等の一部を改正する等の法律」（平成
24年８月成立）の附則第 18条に着目し、
その第２項の消費税の増収が財政の機動的
対応が可能になるという文脈からは消費税
の社会保障財源化の実質的な意味に疑問を
呈し、他の多くの論者も指摘するところで
あるが、国の「中期財政フレーム」が謳う
平成 32年度のプライマリーバランス均衡
化が 10％への消費税率引上げでも実現し
ないことを強調する。そして、消費税増税
に伴う種々のリスクに鑑み、税率引上げの
タイミングを慎重に考えるべきこと（これ
は既定であるが）、財政健全化を確実に進め
るため政府の歳出へのコミットメント明確
化と政策決定過程の透明性確保が重要であ
ることが論じられている。 
ところで、従来の消費税をめぐる議論で
はその負担の逆進性をもって消費税の致命
的な欠陥とする主張も少なくなかった。し
かし、今回の消費税増税に際しては、担税
力に応じた負担の公平という観点よりも、
むしろ低所得層家計への負担＝個人消費へ
の影響というマクロの視点からの批判がよ
り強かったように思われる。消費税が実際
に所得階層別にどのような負担構造になっ
ているのかについて最新のデータを提供し
てくれるのが橋本泰之「逆進性対策の再検
討」（『税研』167号、2013年１月）である。
検証結果は同種の他の研究に示された結果
と逆進性緩和策に関する論及はほぼ同じで
あるが、本論文の特徴は年齢階層別の負担
構造を明らかにし、消費税負担をライフタ
イムで捉えることの重要性を示唆している
ところであろう。ちなみに橋本氏は『会計
検査研究』41号（2010）掲載論文「消費税
の逆進性とその緩和策」他で生涯所得に対
する消費税の（生涯）負担が比例的である
ことを検証している。負担の公平から消費
税をみるとき、逆進性は垂直的公平の視点
からの問題となるが、そもそも公平な負担
とは何か。水平的な負担の公平や世代間の
公平、さらには負担「感」にまで立ち戻っ
て論点整理をする際には、藤巻一夫「所得
税と消費税の特徴に関する比較評価につい
て（下）」（『税経通信』68巻３号、2013年
２月）が有用である。 
消費税の増税というと家計への負担のみ
が論じられることが多いが、もう一つ忘れ
てはいけないのが納税義務者の納税に係る
負担（納税協力費）である。例えば軽減税
率の導入がこの納税義務者の負担を増やす
ことはさておき、そうした納税コストへの
配慮から設けられている事業者免税点制度
と簡易課税制度については制度の「副作用」
としての益税の問題が（税率引上げによっ
て）いっそう深刻となる。課税の公平や税
収ロス、影の補助金としての益税の問題を
解決することが喫緊の課題であるが、川端
康之「事業者免税点制度と簡易課税制度」
（『税研』167号、2013年１月）は問題の
全体像を概観する上で参考になる。 
 
 
